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１ 副知事の選任について 

 

副知事（定数２）のうち、１名が空席となっているので、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１６２条の規定に基づき、議会の同意を得て、

次の者を選任しようとするものである。 
 

 

 

 

      飯 塚 博 之 

 

      昭和３７年９月１４日生 

 

 現住所  茨城県日立市 
 学 歴    昭和６２年 ３月 青山学院大学法学部卒業 
 職 歴  昭和６２年 ４月 生活福祉部婦人児童課 
      平成２３年 ４月 農林水産部農業経営課副参事 
      平成２６年 ４月 病院局経営管理課企画室長 
      平成２８年 ４月 保健福祉部企画監 
      平成２９年 ９月 秘書課長 
      平成３１年 ４月 総務部次長 
      令和 ２年 ４月 総務部理事兼次長兼知事公室長 
      令和 ３年 ４月 総務部長 
      令和 ５年 ３月 茨城県退職 
      令和 ５年 ４月 総務部県庁改革推進官 
 

 

 【選任理由】 

   候補者は、本県職員として様々な業務に従事し、県行政に関する優れ

た識見及び豊富な実務経験を有しており、副知事としてこれまでの経歴

を生かした活躍が期待できる。 
以上のことから、副知事として適任であり、選任しようとするもので

ある。 
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２ 公安委員会委員の任命について 

 

公安委員会委員（定数３）のうち、寺門一義氏が令和５年１２月２０日 

付をもって任期満了となるので、警察法（昭和２９年法律第１６２号）第

３９条第１項の規定に基づき、議会の同意を得て、次の者を任命しようと

するものである。 

 

 

 

 

      白 川 洋 子 

 

      昭和２９年６月９日生 

 

 現住所  茨城県つくば市 
 学 歴    昭和５６年 ３月 秋田県立衛生看護学院卒業 
 職 歴  昭和５６年 ４月 筑波大学附属病院 
      平成２０年 ４月 筑波大学附属病院看護部長 
      平成２１年 ４月 筑波大学附属病院副病院長 
      平成２６年 ６月 公益社団法人茨城県看護協会副会長 
      令和 元年 ６月 公益社団法人茨城県看護協会会長 
 

 

 

 【任命理由】 

公安委員会は、警察行政の民主的運営と政治的中立性を確保するため、 

警察法第３８条に基づき、警察を管理する機関として設置されるもので、

３人の委員をもって組織される。 
候補者は、医療機関の副病院長として地域医療の充実に取り組むとと

もに、茨城県看護協会会長を務めるなど、優れた見識と幅広い視野を有

している。 
公安委員会においては、これらの経歴を生かした役割が期待できる。 
以上のことから、公安委員会委員として適任であり任命しようとする 

ものである。 
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３ 収用委員会委員の任命について 

 

収用委員会委員（定数７）のうち、説田賢哉氏、後藤直樹氏及び山田春

男氏が令和６年１月３１日付をもって任期満了となるので、土地収用法（昭 

和２６年法律第２１９号）第５２条第３項の規定に基づき、議会の同意を 

得て、次の者をそれぞれ任命しようとするものである。 
 

 

 

 

            後 藤 直 樹 

       

      昭和３５年７月２８日生 

 

 現住所   茨城県常陸太田市 

学 歴  昭和５９年 ３月 中央大学法学部卒業 
職 歴  平成 ５年 ４月 弁護士登録 
     平成１８年１１月 茨城県公害審査会委員（３期） 

平成２２年１０月 茨城県収用委員会予備委員（３期） 
平成２６年 ４月 茨城県弁護士会会長 
平成２８年１０月 茨城県情報公開・個人情報保護審査会委員 
平成３０年 ２月 茨城県収用委員会委員（２期） 

      

 

  

 【任命理由】 

  収用委員会は、土地収用法第５１条に基づき、土地の収用又は使

用の裁決を行う機関として設置されるもので、７人の委員をもって

組織され、２人の予備委員を置いている。 

候補者は、弁護士として土地収用法をはじめとする各種法令に精通す 

るとともに、茨城県弁護士会会長や茨城県公害審査会委員を務めるなど、 

優れた見識と幅広い視野を有している。 
また、現在、２期目であり、令和元年１０月から、茨城県収用委員会 

会長を務めるなど適切に職務を果たしており、引き続き、これまでの経 

歴を生かした役割が期待できる。 
以上のことから、収用委員会委員として適任であり任命しようとする 

ものである。 
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      岩 上 康 雄 

 

      昭和３２年９月１日生 

 

 現住所   茨城県那珂市 

学 歴  昭和５５年 ３月 茨城大学人文学部卒業 
職 歴  昭和５５年 ４月 企画部鹿島開発局鹿島開発第一課 
     平成２０年 ４月 土木部港湾課副参事 

平成２１年 ４月 土木部港湾課港湾経営室長 
     平成２３年 ４月 生活環境部環境政策課長 
     平成２６年 ４月 総務部地域支援局県民センター総室長 
     平成２８年 ４月 総務部参事兼総務課長 
     平成２９年 ４月 商工労働観光部次長 
     平成３０年 ３月 茨城県退職 
     平成３０年 ５月 一般社団法人茨城県建設業協会常務理事 
     令和 ３年 ５月 一般社団法人茨城県建設業協会専務理事 
     令和 ４年１０月 茨城県収用委員会予備委員（１期） 

  
 【任命理由】 

  収用委員会は、土地収用法第５１条に基づき、土地の収用又は使

用の裁決を行う機関として設置されるもので、７人の委員をもって

組織され、２人の予備委員を置いている。 

  候補者は、昭和５５年の茨城県入庁以来、総務部参事兼総務課長

や商工労働観光部次長などを歴任し、県政全般について、優れた見

識と幅広い視野を有している。 

   また、現在、収用委員会予備委員を務めており、収用委員会にお

いては、これまでの経歴を生かした役割が期待できる。 

   以上のことから、収用委員会委員として適任であり任命しようと

するものである。 
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      関   哲  也 

 

      昭和４４年１０月１３日生 

 

 現住所   茨城県水戸市 

学 歴  平成 ５年 ３月 明治大学商学部卒業 
職 歴  平成１３年 ２月 不動産鑑定士登録 
     平成３０年 ４月 茨城租税債権管理機構顧問 
     令和 ３年 ４月 社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 
              生活福祉資金運営委員会委員 
     令和 ３年１０月 常陸大宮市空家等対策協議会委員 
     令和 ５年 ５月 一般社団法人茨城県不動産鑑定士協会会長 

 
 
 
 
 
 

【任命理由】 

   収用委員会は、土地収用法第５１条に基づき、土地の収用又は使

用の裁決を行う機関として設置されるもので、７人の委員をもって

組織され、２人の予備委員を置いている。 

   候補者は、不動産鑑定士として多くの土地の鑑定評価に携わると

ともに、茨城租税債権管理機構顧問や茨城県不動産鑑定士協会会長

を務めるなど、優れた見識と幅広い視野を有している。 

   以上のことから、収用委員会委員として適任であり任命しようと

するものである。 
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４ 収用委員会予備委員の任命について 

 

  収用委員会予備委員（定数２）のうち、岩上康雄氏を令和６年２月

１日付をもって収用委員会委員に任命しようとすることに伴い予備委

員が１人欠員となるので、土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）

第５２条第３項の規定に基づき、議会の同意を得て、次の者を任命し

ようとするものである。 

 

 

 

 

      谷 口 克 文 

 

      昭和３５年１月３１日生 

 

現住所   茨城県ひたちなか市 

学 歴  昭和５８年 ３月 中央大学経済学部卒業 
職 歴  昭和５８年 ４月 総務部地方課 
     平成２１年 ４月 土木部道路建設課副参事 
     平成２３年 ４月 土木部都市局住宅課住宅供給公社対策室長 
     平成２５年 ４月 産業立地推進東京副本部長 
     平成２６年 ４月 立地推進東京副本部長 
     平成２７年 ４月 教育庁総務企画部財務課長 
     平成２９年 ４月 総務部出資団体指導監兼行政監察監 
     平成３１年 ４月 監査委員事務局長 
     令和 ２年 ３月 茨城県退職 
     令和 ２年 ４月 那珂市副市長 
     令和 ４年 ４月 一般財団法人茨城県遺族連合会事務局長 
 

 【任命理由】 
  収用委員会は、土地収用法第５１条に基づき、土地の収用又は使

用の裁決を行う機関として設置されるもので、７人の委員をもって

組織され、２人の予備委員を置いている。 

  候補者は、昭和５８年の茨城県入庁以来、総務部出資団体指導監

兼行政監察監や監査委員事務局長などを歴任し、県政全般について、

優れた見識と幅広い視野を有している。 

   以上のことから、収用委員会予備委員として適任であり任命しよ

うとするものである。 
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